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　具体的には、3 歳未満の低年齢児保育、通常の 11 時間を超える延長保育、病気回復期の乳
幼児の一時預かり、パート就労時に対応した一時保育、小学校低学年の学童保育、地域子育
て支援センターの整備等を図るための「緊急保育対策等 5 か年事業」が策定である。1999 年
度を目標年次として、整備が進められた。
　（2）新エンゼルプラン








　2002 年 9 月に厚生労働省においてまとめられた「少子化対策プラスワン」を踏まえ、家庭
や地域の子育て力の低下に対応して、次世代を担う子どもを育成する家庭を社会全体で支援
するため、2003 年 3 月、少子化対策推進関係閣僚会議において、「次世代育成支援に関する






エンゼルプラン＋緊急保育対策等 5 か年事業（1995 年度～ 1999 年度）1994 年 12 月
少子化対策推進基本法1995 年 12 月
新エンゼルプラン（2000 年度～ 2004 年度）1999 年 12 月
待機児童ゼロ作戦2001 年 7 月
少子化対策プラスワン2002 年 9 月
少子化社会対策基本法
次世代育成支援対策推進法
2003 年 7 月
少子化社会対策大綱2004 年 6 月
子ども・子育て応援プラン（2005 年度～ 2009 年度）2004 年 12 月
地方公共団体、企業等における行動計画の策定・実施2005 年 4 月
新しい少子化対策について2006 年 6 月

















組むべき極めて重要なものと位置づけ、「3 つの視点」、「4 つの重点課題」、「28 の具体的行動」
を提示している。（図 2）



































































































































資料：『少子化社会白書』平成 18 年度版、ぎょうせい、p.36 
　実際には、子育て女性の意識について、以下から理解することができる。（図 4）これは、






























資料：内閣府「少子化社会対策に関する子育て女性の意識調査」2005 年 3 月をもとに筆者作成




177.7560.030 ～ 39 歳
200.5729.540 ～ 49 歳
243.0765.250 ～ 59 歳
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